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まえがき

社団法人海外農業開発 コ ン サ ル タ ン ツ協会(A D C A) は農林水産省 の 補助事業と して ､

平成 1 3 年 3 月 5 日 か ら 3 月 1 7 日まで の 1 3 日間に わた っ て ､ ケ ニ ア 共和国国家潅漑庁

潅漑 シ ス テ ム 農民参加型 管理 計画 ､
ジ ン バ ブ エ 共和国サ ベ 川 流域小農支援の た め の 中規

模潅漑開発 計画 モ ザン ビ
ー

ク 共和国 モ ザン ビ
ー

ク 南部貧困地域農業開発 計画 に つ い て

フ ォ ロ
ー

ア ッ プ調査 を実施 した ｡

ケ ニ ア 共和国 は､
ア フ リ カ大陸東部に位置 し､ ソ マ リア ､

エ テ ィ オ ピア ､
ス

ー ダ ン
､

ウガ ン ダ､
タ ン ザ ニ ア

､
に 囲まれ南東部はイ ン ド洋 に 面す る｡ 国土面積 5 8 万 3 6 7 k m

2

､

人 口 2 , 6 0 2 万 人 ､ 人 口密度 4 4 . 8 人 (1 9 9 4 年) で ある ｡ 主要産業は 農業で あり ､ 労働人

口 の約 6 0 % が農業に従事して お り ､ 国民総生産 の約 2 5 % を農業生産 が占め て い る ｡ ｢ ケ+

国 の 第 8 次国家開発計画 (1 9 9 7 ～ 2 0 0 1) に よ る と ､
こ の 5 年間 の年 間平均 G D P 成長 率 は

5
.
9 % に設 定 され て お り ､ 特 に産業 ･ 農業開発部門で は ､ 農業部門 の多様性 と N I C S 諸国

の 発展携帯 に着目 し､ そ の役割 を食糧自給 の み で は なく ､ 食品加 工 業や ､
工 業原料 の 供

給 ま で を含 め国家経済に貢献 させ る こ と を目標と して い る｡

ジ ン バ ブ エ 共 和国は ､ ア フ リカ 大陸の 内陸部に 位置 し､ 国土面積は約 3 9 万k I丘周 囲を

ザ ン ビ ア ､
モ ザ ン ビ ー ク

､ 南ア フ リカ共和 国 ､
ボツ ワ ナと 国境を接 して い る典型的 な内

陸国 で ある ｡ 1 9 9 2 年 か ら ､ 度重な る干魅 の 被害を受 け国内経済の 停滞と あい ま っ て ジ

ン バ ブ エ 共 和国 の 財政収支を圧 迫 して お り､
I M F や世銀 の 支援の もと に経済構造 の 改革

に取り組 ん で い る ｡ しか しなが らそう い っ た 努力 に もか か わらず ､ 経済の 建 て直 しは困

難な道の り を進 行中で ある ｡

モ ザ ン ビ ー

ク共和 国は ､
ア フ リカ 大陸南東岸に位置 し､ 面積は 8 0 万k I丘､ 人 口 は ､

1
,
5 7 3

万 人 で あり ､ 国内 の 動乱 に終止符 を打 ち､ 平成 6 年 1 0 月 に総選挙 が 実施 され て お り ､

国内 の 経済復興 , 及 び農業基盤整備 を最重要課題と して い る ｡

こ の よう な状 況下 で ､ ケ ニ ア共 和国 ､
ジ ン バ ブ エ 共和 国 ､ 及 び モ ザ ン ビ ー ク共和 国が

農業
･

農村開発 の 実現 に向 け日本 の 技術
･ 経済協力 に対 して 大きな期待 を寄せ て い る ｡

将 来､
こ れ ら の 事業計画が 日本政府 の 協力す る案件と して 取り上 げられ ､ 我が国 と当該

国 の 技術 ･ 経済協力 と して推進 され る こ と を期待い た します｡

平成 1 3 年 3 月

株式会社三 祐 コ ン サ ル タ ン ツ

久野 格彦



調査対象地域位置図 ( ケ ニ ア共和国)

案件名 : 国家潅漑庁潅漑 シ ス テム 農民参加型管理計画
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調査対象地域位置図 ( ジンバ ブエ 共和国)

案件名 : サ ベ 川流域小農支援の ため の 中規模潅漑計画
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調査対象地域位置図 ( モ ザン ビ
ー ク共和国)

案件名 : 南部貧困地域農業開発計画
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第
一

部 ケ ニ ア 共 和国 ｢ 国家潅漑庁潅漑 シ ス テ ム 農民参加型 管理 計画+

1
. 背景 ‥

2
.
上 位計画 …

3 . 国家潅漑庁濯漑シ ステ ム農民参加型管理 計画

4 . フ ォ ロ
ー ア ップ調査 ‥ ‥

1 - 1

ト2

… ‥ 1 _ 2
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1 . 背景

1 .1 .
一

般概況

ケ ニ ア 共和国 ( 以下 ｢ ケ+ 国) は ア フ リカ 大陸東部に位 置 し､ ソ マ リア ､

エ テ ィ オ ピ ア ､
ス

ー

ダ ン ､ ウガン ダ､ タ ン ザ ニ ア ､
に囲まれ南東部はイ ン ド洋 に面する ｡ . 国土面積 5 8 万 3 6 7 k ln

2

､

人 口 2
,
6 0 2 万人 ､ 人 口密度 4 4 .

8 人 ( 1 9 9 4 年) で ある｡ . 東部 には 平野が広が るが ､ 内陸部は高原

が 占め ､ その 高原に は南北方向に大地溝帯 (G R ヱA T 鮎氏 Ⅵ11 e) ′
7 ) が走 っ て い る( .

人 口 の約 1/3 は 土地 の 肥 沃な高原地帯 に居住 し､ 特に首都 ナイ ロ ビお よび ビク トリ ア湖沿岸諸

州 に集中 して い る｡ .

国 内 に は 7 0 近 い 部族が い る 〔. 部族抗争は ｢ ケ+ 国西部 に集 中して お り ､ K al el力i 族 ､ M a s ai 族

と ､ K ik u)
′u 族間の 抗争が一部に 見られ る｡. そ の ほか ､

ア ジア 系､
ヨ

ー

ロ ッ パ 系 ､
ア ラブ系もそ

れぞ れ わずか なが ら生ぎ舌して い る ｡ .

宗教は キリ ス ト教が主体 で あ り ､
プ ロ テ ス タ ン ト系約 4 0 % ､ カ トリ ッ ク系約 3 0 % ､ そ の他部族

固有 の 宗教が 2 5 % を 占め る｡ ,

国内経済は 1 9 8 5 年以降経済成長 ､ 物価水準と も比較的順調 に推移 して きた が ､
1 9 9 0 年代 に入

る と湾岸危機 に よる石油価格の 上 昇や ､ 観光不振 ､
コ ー

ヒ
ー

の 国際価格の 低迷に よ る輸出収支

の減少 などの他 ､ 人 権抑圧 へ の懸念や経済改革の停滞等に対する援助国側の 一部援助 の 見合わ

せ 等に より経済はき わめ て 深刻な状況に 陥 っ た ｡. そ の後世銀主導に よる構造調整 に取り組み ､

そ の 努力が援助各 国に評価 され ､ 各国の 支援 が合意され た ｡ .

1 . 2 . 農業

｢ ケ+ 国の 主 要産業は農業で あり ､ 労働人 口 の 約 6 0 % , が農業に従事 して お り ､ 国民総生産 の約

2 5 % を農業生産が 占め て い る｡ . ｢ ケ+ 国の第 8 次国家開発計画 (ユ9 9 7 ～ 2 0 0ユ) によ ると ､
こ の 5

年 間 の 年間平均 G D P 成長率は 5.9 % に設定さ れ て おり ､ 特に 産業 ･ 農業開発部 門で は ､ 農業部

門の 多様性 と N I C S 諸国の 発展携帯に着目 し ､
そ の 役割 を食糧自給の み で はなく ､ 食品加 工業

や
､
工 業原料の 供給ま で を含め国家経済に貢献させ る こ と を 目標と して い る ｡

.

｢ ケ+ 国の輸出総額に の 5 4 % は農産物 で ある ｡ . 特に コ ー

ヒ
ー 紅茶は 1 9 9 6 年 に輸 出総額 の 5 8 %

に達 し現在徐 々 に低下 して い るもの の ､ 依然 と して 高水準に ある｡′ 両品目 とも不 安定な国際価

格 の 影響 を受 けやす い
一

次産品 で あり ､
｢ ケ+ 国の 国際収支の 不安定要因の

一

つ とな っ て い る｡ .

近年 ､
ヨ

ー

ロ ッ パや 中東 ､ 南ア 共和国を市場 と した野 菜や生鮮果実 ､ 切り花な どの 園芸作物 の

輸 出が伸び て お り 第三 の 輸出品 に ま で な っ て い る ｡
.

〟方主食と なる トウモ ロ コ シは 天候に大きく左右され ､
1 9 8 6/8 7 年より 1 9 9 0/9 1 年 の 5 年間は生

産量 が 2 0 0 万 ト ン を超 え ､ わずかなが らも輸出 して い た が ､ そ の 後現在ま で は輸入 が続 い て い

る
｡
.

稲作生産は最近 1 5 年間にて ､
3 0 ～ 4 0 千 ト ン で推移 し､ 大きな変動は み られ ない ｡

. し か し国内

需要は 増加傾 向に あり ､
1 9 9 4 年に は国内生産量の 3 倍近 い約 9 0 千 トン が輸入 された｡ .



2 . 上位計画

｢ ケ+ 国の第 8 次国家開発計画 (1 9 9 7 ～ 2 0()1 年) によ ると ､
こ の 5 年間で年 間 G D P 成長率は

全産業平均で ､
5

.
9 % , に設定され農業部門は 4 .

4 % , と されて い る｡ また製造部門の G D P シ ェ ア を

1
.
5 % 増やす こ とも目標とされて い る｡ ′

また
､ 貧困に あえ い で い る 1 ,1 0() 万 人 にもお よぶ 国民 の 貧困緩和に 向けた努力も強調されて お

り
､
一人あた り の 年平均所得を 2 ()0 1 年 まで には 3 2 9 米 ド ル ま で引き上 げる こと を目標と して

い る｡ .

同計画 の農業 ･ 農村開発部門で は ､ 農業 の 多様性 (経済成長 ､ 食料生産､ 就業機会の 創出 ､ 輸

出作物の外貨 の獲得 ､ 製造業に対す る原料供給等) と N I C 諸国 の 発展形態 に着目 し ､
その 役割

を食糧自給 の み で はなく ､ 食品加 工業や 工業原料 の 供給ま で含め ､ 幅広く 国家経済に貢献させ

る こ と を目標 と して い る｡.

ま た ､ 農業分野発展 の 阻害要因と して貧弱 な輸送 ･

運搬 シ ス テ ム ( 道路網) ､ 天 水に依存 した

農業生産､ 不 適切 な生産資材使用 ､ 小規模農家や女性対象に した農業金融 シ ス テ ム の 欠如 ､ 貧

弱 な農業普及体制等が挙げられて い る｡ .

食用 作物や商品作物 ､ 畜産等の 生産 目標 と並 ん で潅漑 ･ 半乾燥地 帯の 開発が S u b - C ll a pt er と し

て 取り上 げられ て お り ､ 以下 の 項目 を含ん で い る ｡.

･ 潅漑面積は ､ 小 規模潅漑事業に よ る 1 6
,
7 0 0 b a

､ 国家潅漑公社指導 に よる大規模潅漑事業に

よ る 9
,
0 0 0 h a 等があるが ､

大規模潅漑事業は多額 の補助金 の 投入 によ り ､ 経済性が悪 い

･ 今後は既存 シ ス テ ム の 統合やリ ハ ビ リに重点を置く

｢ ケ+ 国 の 国土 の 8 0 % ､ 人 口 の 2 5 % が 居住する乾燥 ､ 半乾燥地 帯で は ､ 小型可搬 ポ ン プ を

利用 した展示 農場 を通 じて 近年輸出が伸びて い る園芸作物生 産を奨励する ｡.

･ 低 コ ス トで現地 に 適応 し た ､ 技術 の 導入が 農業開発 の キ ー

フ ァ ク タ
ー となる

｡
.

3 . 国家濯漑庁潅漑 シ ス テ ム 農民参加型管理計画

本計画は ､

･ ビ ク トリア 湖沿岸地区 小農需要型潅漑 ･ 農村開発計画 ･ タイ タ 夕 べ タ
･ ク ワ レ ･

キ リ フ ィ 地 区小 規模潅漑 ･ 農村開発計画 ･ サバ キ河両岸地域農業 ･ 農村開発計画より構成さ

れ る｡.

3 .1 .
ビ ク トリ ア湖 沿岸地 区小農需要型潅漑 ･ 農村 開発計画

3 .1 . 1 .
一

般概況

本調査地区 となる ビク トリ ア 湖沿岸地域 は ､

｢ ケ+ 国の 西端部に位置 し西 は ウガ ン ダ南は タ ン

ザ ニ ア と接 して い る｡ . 地区内には北か ら Ⅵ屯st e n l 枇 B u si a 県と N ) 7a ll Z a 州 の Si a y a , K u s u nl u 月0 111 a

B a y , M ig o l
･

i の 4 県が含 まれる ｡ ,

標高 は ビク トリア 湖 の水面の 平均水位 1
,
1 3 4 111 から 1

,
3 0 0 1 n 以内の 土地が 大半を占めてい る｡. 年

平均降水量は ､ 少な い 地域で 約 7 5 0 111111 ､ 多 い地域 で ､
1
,
5 () 0 111111 あり ､ 地区 内に は多数の 通年

河川が ある｡.



3
.
1

.2 . 計画概要

(1) 目的

本調査地区は ､ 首都ナ イ ロ ビと並ぶ 人 口過密地帯で あるが ､ 農業以外に目立 っ た産業はな

い
｡
. 従 っ て地区住民の 大多数 を占め る農民の 自助努力を小規模港漑事業によ っ て 支援 し､

生産増大に よる ､ 所得向上 ､ 農村開発 によ る社会イ ン フ ラ整備及び 地域経済の 健全な発展

を目的とす る( .

( 2) 計画内容

本計画は小農か らの 需要に基づく小規模濯漑事業を基本 コ ン セ プ トと し ､ 既存濯漑 ･ 排水

施設 の リ ハ ビ リ事業に関して も地 区住民 の 発意を持 っ て 計画 に取り組む ｡
.

(3) 碑益効果

本計画 の 実施に よる神益効果は以 下 の こ とが予想 され る｡ .

･ 小 規模濯漑事業に よる農業生 産の 安定拡大

･ 農業所得の 増大及 び貧困緩和

･ 農業関連産業に よる就業機会 の 増大

3 . 2 . タイ タ夕 べ タ ･ ク ワ レ ･ キリ フ ィ 地 区小規模濯漑
･

農村開発計画

3 . 2 .1 .

一 般概況

本調査地区 となる南東地 区は ､
｢ ケ+ 国 の 最南部 に位置 し南西部 はタ ン ザ ニ ア に接 し､ 南東部

はイ ン ド洋に面 して い る｡ . 面積は 国立 公 園を含め約 3 8
,
0 0 0 血

2

あり
､
人 口 1 1 8 万 人 で ある

｡
. 調査

地 区 の 標高は 5 0 0 11l ～ 1
,
0 0 0 111 に分布す る｡ . 沿岸部は 5 0 q lll 以下 で ある｡ .

年平均降水量は 沿岸部 で は 1
,
0 0 仇n m を越 えるが そ の他 ほとん どの 地域 で は 5 0 0 111 以下 で あ る｡ .

通年河川 と して ､ 最も大き い 河川 は ､ キリ マ ン ジ ャ ロ 山の伏流水を源流と し､ 地 区 の 北部を西

か ら東 へ 流れる 恥 a l′0 - G al a ll a - S a b a ki 川 で あ る｡ 一

3 . 2 .2 . 計 画概 要

(1) 目的

本調 査地 域は ､ 商業都市 M o lllb a s a を 囲む位置に あるが ､ 沿岸部と 内陸部 の 一 部を除い て

厳 し い 気象条件下にあり ､ 自給自足 を中心 と した農業以外に 目立 っ た産業は ない ｡
. 従 っ て

安定的な農業用 水 の確保 を可 能にす る小 規模潅漑事業 に よ っ て 地 区農民の 自助努力を支

援 し ､ 水稲や ､ 園芸作物 の 生産増大に よる所得 向上 ､ 農村開発 に よ る社会イ ン フ ラの 整備

及び 地域経済の 健全な発展を目的とす る｡ 長期的には均衡の とれ た国家の発展 ､ 食料保障

と国家経済 へ の 貢献を 目指す｡
.

( 2) 計画内容

本調査地区 には ､ 農民主導ある い は 政府主導に よ る小 規模潅漑事業が 実施された地区が あ

る こ とか ら､
これ らの 事業に よ っ て 建設された既存水利施設調査を実施し ､

そ の老朽程度 ､

利用状況 ､
運営 ･ 維持管理状況を把握 し ､ 必要に応 じた リ ハ ビリ ･ 拡張計画の 立案 を基本

方針 とす る ｡ .



(3) 神 益効果

本計画の 実施 に よる稗益効果は以下の こ とが予想 され る｡ .

小 規模潅漑事業に よる農業生産 ( 水稲
･ 園芸作物) の 安定拡 大

農業所得 の 増大及び貧困緩和

農業関連産業 によ る就業機会 の増大

｢ ケ+ 国の地域小規模潅漑開発に対す る展示 効果の 発現

地域経済 ･ 国家経済 へ の 貢献

国家食料保障 へ の 貢献

3 .3 . サ バ キ河両岸地域農業
･ 農村開発 計画

3 .3 .1 .

一

般概況

本調査対象地区は ､
S ab ak i 河 の 両岸部 のうち ､

T s a ､′O E a st 国立公 園 の 西端 よりイ ン ド洋に注ぐ

M alilldi の北 ま で の 約 1 0 0 血 の 区 間､ 面積約 2 0 万 11 a で ある｡ . M alil l di 港 は ､ 昔 は港湾と して利

用され て い た が ､ 現在 ほと ん ど機能 して お らず観光産業を中心 と した都市と なっ て い る ｡･

調査対象地 区を流れる S a b a ki 河は ｢ ケ+ 国の 東部に広が る乾燥
･ 半乾燥地帯 を流れ ､ イ ン ド洋

に 注 ぐ通年河川 の 1 本 で ある｡ .

降水 量 は ､ 海岸線 より ､
4 0 k n - 付近ま で は ､ 年 間 7 5 01n l n 程度あ るが ､ 調査地 区 の 多く は 5 ()01111 氾

以下で ある｡ 河 口部 より約 2 0 k l n は ､ 農業適地 に あた るが ､ 約 2 0 血 l 地点 より約 6 0 血 地 点まで

は 半乾燥地帯に ､ 約 6 0 血 地 点より ､ 約 9 0 k lユー地点ま で は半乾燥地域 に ､ 約 9 0 k lll 地点より 国立

公 園ま で は超乾燥地 域に あた る｡ .

調査地区 は標高 2 0 0 111 以下 の 土地 が ほ とん どで あり ､ 両岸 には一 部氾濫原が形成され て い る地

域もある ｡. また ､ 海岸線より約 6 0 k nl 付近 ま で は海岸性森林が分布 して い る｡ .

3 . 3 . 2 . 計画概要

(1) 目的

本調査地区は観光産業に よ る就業機会の あ る沿岸部を除 い て ､ 厳 しい 気象条件下にあ る自

給的農業 を中心 と した貧困地帯で ある｡ . 従 っ て S ab ak i 河を水源 と した潅漑排水事業に よ っ

て 農業用水を確保す る と ともに ､ 新た な農地開発 によ っ て 農地を拡大し ､ 地区住民の 自助

努力を支援 し､ 園芸作物 ､ 食用作物等 の 生産増大に よる所得向上 と貧困緩和 ､ 農村開発に

ょ る社会イ ン フ ラ の 整備お よび 地域経済 の健全な発展 を 目的 とす る｡ .

(2) 計画 内容

調査は対象地域 にお ける マ ス タ
ー プ ラ ン の 策定と優先開発事業の 選定を行うと ともに ､

地

区内に散在す る小 規模潅漑 ･ 排水事業の レ ビ ュ
ー と これらの 事業と本事業との 連携

･ 取り

込 み も検討す る ｡ .
これを第一 フ ェ

ー ズとす る｡､

第 ニ フ ェ
ー ズ で は優先開発事業 にか かる フ ィ ジビ リテ ィ

ー 調査を実施 し ､ 事業計画を策定

す る ｡



(3) 碑益効果

本計画の 実施 に よ る稗益効果は以下の こ とが予想され る 〔
.

小規模潅漑事業に よる農業生産 ( 水稲 ･ 園芸作物) の 安定拡大

農業所得 の増大及び貧困緩和

農業 関連産業に よ る就業機会の 増大

｢ ケ+ 国 の地域小規模潅漑開発 に対す る展示 効果 の 発現

地域経済 ･ 国家経済 へ の貢献

国家食料保障 へ の 貢献

4 .
フ ォ ロ

ー

ア ッ プ調査

｢ ケ+ 国は ､
過 去 2 0 年以上 ､ 世銀 ､

ヨ
ー ロ ッ パ の 各国や ､ 日本か らの被援助大国であ っ た〔.

しか し
､ 近年は農業農村開発省 ､ 国家潅漑局 の 過大な人員 とそれ に伴わな い 行政能力 の 欠如の

た め
､ 国際的な援助 は減少 の傾 向に ある ｡

. こ の様 な状 況 の 中で 2 0 0 1 年 1 月 に ､ 世銀 は農業農

村 開発庁及 び 国家濯漑庁 の R e s 如 C t u rillg と C a p a cit) ′ B l lildil l g 及 びⅠ汀ig ati o 】1 M a Il ag elll ellt 廿a l-Sfもr

の 提案 を行 い 概算事業費は以下 の 通り で あ る｡

世銀 2 0 0 百万 U S ド ル

ニ 国間 5 0 百万 U S ドル

｢ ケ+ 国 5 百 万 U S ド ル

｢ ケ+ 国は ､ 予 算が成 立 しない こ とと ､ 人事上 の 権力 の 分散消失 に対する抵抗から､
こ の 程案

を受け入力1 る に至 っ て い な い ｡ .

本調査業務で ある ｢ 国家潅漑庁潅漑 シ ス テ ム農民 参加型管理 計画+ は ､
まさに こ の世銀提案の

一 部で ある I r r i g a t i o 凸 朋a □a 紳 れe n t T r a 凸S f e r で あり ､ 世銀提案 を ケ ニ ア 政府が受 け入れた時

点 で
､
日本政府が受 け持 つ 可能性の 高 い 案件 と い えるこ とが ､ 今回 の フ ォ ロ ー ア ッ プ調査 で判

明 した ｡ .



第二 部 ジ ン バ ブ エ 共和国 ｢ サ ベ 川流域小農支援の た めの 中規模潅漑開発計画+

1 . 背 景 . ‥

2 . 上位計画 …

3 . サ ベ 川流域小農支援のための 中規模潅漑開発計画 … ‥

4 . フ ォ ロ
ー ア ップ調査

‥ ‥ 2 - 1

‥ ‥ ‥ 2 - 1

2 - 2

2 -3



1 . 背景

1
.1 .

一

般概況

ジ ン バ ブ エ 国 ( 以下 ｢ ジ+ 国と い う) は ア フリカ大陸南部に位置 し､ 国土面積は約 3 9 万 k n l
:

､

周囲をザ ン ビア ､
モ ザ ン ビ ー

ク ､ 南ア フ リ カ共和国及び ボツ ワナ と 国境を接 して い る典型的な

内陸国で ある｡ 独 立は 1 9 8() 年 と南部ア フ リ カ地域で は比較的遅く ､ ザン ビ アやタ ン ザ ニ ア で

み られた ような白人排 斥を行わず､ 融和 の精神で独立 後の 国家運営を行 っ て きた｡ . 農業分野に

お いて ､
｢ ジ+ 国の食糧供給を担 っ て い る煮は ､

白人経営者に よる大規模商業農場とい っ ても

過言 で は な い ｡ .

総人 口 は 1 9 9 2 年に人 口 は ､
1
,
0 4 0 万人 で あ っ た が ､

1 9 9 8 年 には 1
,
2 7 0 万 人に達 して い ると推定

され て い る ｡ ∴ 年間 の 人 口増加率は ､
3 .3 % と想 定され て い る ｡ .

これ は ､
1 9 8 2 年から の 1 0 年間の

年増加 率 4 . 9 % に比較す ると低く はな っ て い るがなお 高 い人 口増加率を示 して い る ｡ .

独 立後 の 経済運営 にお い て ､ 度重なる早魅や国営企 業 の 非効率性 の より ､
1 9 8 0 年代 の 経済成長

率 は 3 .4 % に留ま っ た ｡
. こ の 結果 国営企業に対する補助金支出が ､

｢ ジ+ 国政府の 財政支出を圧

迫す るな ど対外的 ･ 国内的不 均衡がク ロ
ー ズ ア ッ プされ て きた ｡

. こ れ に対 して ｢ ジ+ 国政府 は

1 9 9 1 年に I M F と世銀 の 指導 ･ 勧告を受け市場経済シ ス テ ム の 導入 を柱とす る経済構造調整プ

ロ グ ラム ( E S A P : E c ol- 0 111i c St r u ct u r al A 句u st In ellt P r o g r a nl ) を実施 した ｡. 第
二 次 5 カ年 計画は

E S A p の 基本枠組 み の 下 で 実施 された が ､ 初期 の 目標 を達成す る こ とが 困難 と なり ､
1 9 9 5 年

E S A P の延長 ･ 継続 が ｢ ジ+ 国政府と世銀 と で合意され た ｡ . しか し､ 1 9 9 9 年 1 0 月 I M F と の 交

渉が 不調 に終わ り ､
構造調整融資 の 支出停止 を受け ､ 外貨不足 に伴う燃料不足 な どに より経済

活動が大きく停滞 して い る｡.

1 . 2 . 農業

｢ ジ+ 国にお ける農業は ､ 国内総生 産 の 1 5 % を占め ､ 製造業セ ク タ ー が必要 とす る原材料 の 5 0 %

以上 を供給 して い る｡. ま た ､ 輸出額 における農業セ ク タ ー の シ ェ ア は気候変動の 影響は あるも

の の
､ 1 9 8 1 年以来約 4 0 % を占め て い た ｡

ま た ､ 植民地 時代に 肥沃な土地 か ら追われ ､
小規模 な土地 しか有 しない 黒人農民に土地を再分

配す る農地改革は政治的課題 で あ っ た ｡
. 政府 は白人大規模農場主 の 所有する土 地を政府 の 決定

の 価格 で 収用す る こ と を可能とす る土地収用法を 9 2 年 3 月 成立 させ た が ､ 白人大農家を中心

とす る商業農民組合 (C F U ) が反発 し､ また ､ 農地 を収用するた め の 政府予算も十分 で ない こ

とか ら
､ 農地 の 再配分 は遅 々 と して 進まず ､ 2 0 0 0 年 2 月 以降､ 退役軍人等に よる白人所有農場

の 占拠が 生 じて い る ｡
.

政府 は こ の様 な状況 とた び重 なる早魅補被害に よ り トウモ ロ コ シ の 収穫量は ､ 2 0 0 0/0 1 年度の

と うも ろ こ し の 生産量が ､
3 8 万 5 ,0 0 0 ト ン と前年度 8 0 万 ト ン の 4 8 % に激減 し深刻な食糧不足

に陥 っ た と発表 した｡ .

2 . 上位計画

｢ ジ+ 国の 第 3 次 5 カ年計画と して ､
｢ ジ ン バ ブ エ 経済 ･ 社会変革プ ロ グラム 1 9 9 6 年 - 2 0 0 0

年+ ( Z I M P R 王S T : Z il11b ab ､､ 7e P r o g r a lⅥ ねr E c o ll O nli c a lld S o ci aI 廿a l-S 払r l-1 a ti o l-) が策 定された ｡ .



Z I M P R ヱS T は 国民の 所得と生活水 準の 向上 並び に地方農民と都市労働者特 に地方農民に対 し

て の雇用拡大を目指 し ､ そ の た めに持続性の ある経済成長と迅速な開発を達成する こ とを主 目

的と して い る ｡
. こ の 達成の ために以下の こ と を課題と して い る｡ .

● マ ク ロ 経済の 迅速 な建 て直 し

● 経済成長達成 に必 要な公 共
･ 民間部門の 貯蓄と投資の 促進

● 雇用 の創 出並びに企業家精神の 奨励 に よる経済的権限付与及び貧困緩和の 追求

● 人的資源 開発 へ の投資及び

● 社会的弱者に対す る安全対策網の 提供

上 記 の 課 題 を達成す るた め に ､ 農村地 域 の 開発 行動計画 と して ､ 早魅対策 ､ 農業開発及 び農地

改革 を柱とす る次 の ような基本政策が策定された｡ .

● 省庁横断的な早魅 管理 と緩和戦略､ 水 の効率的利用か つ 平等的利用 ､
共同体地域に適

した効率的な水開発技術 を通 した早魅緩和 と早魅 へ の備 え

● 農業生産 の拡大 ､ 特に小規模農家の 生産 と所得改善､
及 び現在の 環境悪化 を回復する

た めに 必要な持続 的農法 の最大限 の 適用 を通 した農業開発

● 効率的 で 平等な土地 配 分の 実現と 弱者救済と して の 共 同体農地 の 圧力緩和 の た め の

農地 改革

こ れ に対 して 土 地 水資源省 ( M L W R : M illis 叫 O f L a n d alld W at e r R e s o u r c e s) は ､ 小規模農家と商

業農家の 間 で更なる平等な水利用 の た め に ､ 既存 ダム の 開発量の 少なくとも 1 0 % を共 同企 業体

及 び小 規模農家 へ 振 り分け るこ と と共 同企業体地域で 6 0 0 の 小規模 ､ 中規模 ダム の 建設 を決定

した
｡
. しか し

､
2 ()0 0 年 1 月 に N 帥 7 W at e r A ct が施行され､ 既存 ダム の 5 % を小 ･ 貧農の 濯漑用

水に振 り分ける こ と に決定 した ｡ . また､
･ 水資源開発と潅漑農業を促進するた めに ､

州単位で の

開発方式 か ら流域単位 で の 開発 方式 へ と切り替 える こ とと なっ た ｡
.

3 . サ べ川 流域小 農支援 の ため の 中規模濯漑開発計画

3 .1 .

一

般概 況

調査対象 地 区 は ジ ン バ ブ エ の 北東端に位置す る マ ニ カ ラ ン ド州 の 北西部 を流れるサ べ 川 の 流

域に位置 し ､ 首都 ハ ラ レ か ら東に i 5 0 k lll の位置にある ｡
. 行政 区は ､

マ シ ョ ナ ラ ン ド州 ､
マ ニ カ

ラ ン ド州 の 二 つ の州 にま たが っ て い る｡ . マ ニ カラ ン ド州の 人 口は約 1 5 2 万人 ､
3 2 万世帯が 住ん

で い る と推 定される ｡ ,

3 .2 . 計画概要

(1) 目的

本調査地域は ､ 厳 しい気象条件 下にあり ､ 自給自足 を中心 と した農業以外 に目 立 っ た産業

はな い ｡ . 従 っ て 安定的な農業用水 の確保を可能 にす る小規模濯漑事業によ っ て 地区農民 の

自助努 力を支援 し､ 果樹や ､ 園芸作物の 生産増大に よる所得 向上 ､ 農村開発に よる社会イ

ン フ ラ の整備及 び地域経済 の健全な発展 を 目的とする｡ . 長期的に は均衡の とれた国家の 発

展 ､ 食料保障と国家経済 へ の貢献を目指す ｡ .



( 2) 計画内容

農業省 ･ 農業普及局(A G R I T E X) は ､ 農業の基本政策に基づ き､ 本調査地 区の 共同体地区と

入 植地区の農家約 2 4 ,7 5 0 戸 ､
4()
,
0 0()11 a を対象と して持続的農業が展開できる 開発計画を策

定す る
仁
.

本調査地 区に は ､ 農民主導ある い は政府主導 によ る小 規模濯漑事業が実施された地区が あ

る こ と か ら､
これ らの 事業によ っ て建設 された既存水利施設調査を実施し ､ そ の老朽程度､

利用状況 ､
運営 ･ 維持管理 状況を把握 し､ 必 要に応 じたリ ハ ビ リ

･ 拡張計画 の 立案を基本

方針とす る｡ .

(3) 碑益効果

本計画 の 実施 に よる稗益効果は 以下 の こ とが 予想され る｡ .

･ 小規模潅漑事業に よる農業生産 の 安定拡大

･ 農業所得 の 増大及 び貧 困緩和

･ 農 業関連産業 によ る就業機会の 増大

4
.
フ ォ ロ

ー

ア ッ プ調査

本計画 は平成 1 0 年 8 月 2 1 日に当社 で 実施 した ､
A D C A P/F に て

､ 相手 国と協議 した結果本

件実施 の た め に提言された こ と へ の フ ォ ロ
ー

ア ッ プ調査で ある｡ .

前回 ｢ マ ニ カ ラ ン ド州小 農支援の た め の 中規模潅漑開発 計画+ の P /F の 中 で ､ 調査対象地域 の

ほ と ん どがサ べ 川流域に含まれ るた め ､ 案件名を ｢サ ベ 川流域小農支援の た め の 中規模濯漑 開

発 計画+ に変更 し､ 開発 の コ ン ポ ー ネ ン トに水資源開発 関連省 の み で なく他 の 関連省庁 の コ ン

ポ
ー ネ ン トも とりく む 必要が生 じた の で今 回 の フ ォ ロ

ー

ア ッ プ調査が実施さ れ た｡ .

ま た ､
｢ ジ+ 国 の 政策転換 と して 従来 の 州 を基本 と した地域開発か ら各主要河川毎 に開発 を推

進 し て い く こ と が決定 された ( 1 9 9 7 年) ｢ ジ+ 国政府
‥

は こ の 政策を推 し進 め るた め に Ⅵねt e r

R e s o u r c e s M a ll a g e lll e llt St r at eg y C o ll1111itt e e を設立 した ｡
. C o l n ll 血 e e は ､

N E P C( N a ti o ll al E c o n o llli c

P l a n llillg C o n ll11itt e e) ､ M illi stり′ O f L a11d a ll d A g ri c ult ∬ e T M illis bつ′ O f W at er R e s o u r c e s , M illist り′ O r

E l11′ir o l1111 e llt の 関連省庁か ら構成されて い る｡ .

D e p a rt ln ellt O f W at e r D el
′el o p m ellt( 土地 水資源省) は ､ 政策立案を担当す る D W D 本部と Pl al uli 略

D e sig ll , I lll pl e ln e llt ati o ll を担当す る Z IN Ⅵ仏( Z illlb a b 11 7 e N ati ollal W a t e r A tltl1 0 rib 7) に組織替えとな っ

た
｡
一 ( 2 0 0 0 年 1 月)

ま た ､
2 0 0 0 年 1 月 に N e Ⅵ7 Ⅵねt e r A ct を施行 され ､ 既存 ダム の 5 % を小 ･ 貧農の潅漑用 水に振り

分 ける こ とに決定 した ｡ ,
こ の た め ､ 日本政府 と して は新規ダム建設 に伴う案件に対 して は ､ 慎

重 な態度 をと る方針 で ある ｡ .

こ の 様 な状況 の 中 で
､ 現在進行 し つ つ ある大規模商業農園の 再配分を支援す る G IS を利用 した

登記 シ ス テ ム の 導入 を開発調査 で 日本政府 へ 要請 した い 旨要請が あっ た｡.
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1 . 背景

1 .1 .
一般概況

モ ザ ン ビ ー

ク共和国 ( 以下 ｢ モ 国+ と い う) の独立抗争及び引き続く 内戦は合わせ て 2 0 年以

上 にも及び ､
そ の 国土 を荒廃させ経済力 を世界最貧国と言われる ま で低下させ た｡ . 世銀に よる

1 9 9 7 年版 ｢ 世界開発報告+ で は 1 人当たり G N P は 1 3 3 国中最小 ( 1 9 9 5 年 8 0 $) m D P の 人 間

開発指標 では 1 7 5 国中 1 6 6 位で あ っ た 〔,
19 9 4 年 1() 月 には複数政党制 で の 選挙が実施され内線

は終蔦 した亡 . 平和は訪れた もの の近 隣諸 国か ら帰国 した難民 1 ,5 百万 人
､
内戦 と干ばつ に よる

国内避難民 3 .
5 百万人 ､ 帰還兵士 とそ の家族 11 万人等 ､ 約 5 百万 人 の難民の 定住化が ｢ モ+ 国

政府 の 緊急重要課題とな っ て い る｡ .

こ う した中 で ｢ モ + 国政府 は 国家の 再建 と難民の 再定住化 の た め の 国家復興計画 ( N ati o n al

R ｡ C O llS t m Cti o l- P l a n 1 9 9 4 - 1 9 9 6
,
P R N ) を 1 9 9 3 年 1 0 月 に策定 した｡ . 本計画は ､ ①資金の 有効利用 ､

②難民の 再定住化計画 ､ ③投資計画 ､ ④ 国家機関 ､ 施設 の 建設 ･

調 整計画 より構成され て い る｡

難 民 に関 して は 1 9 9 3 年ま で に 1 .5 百 万人 が既に地方 に帰還 して い る｡ . 残り の 大部分は 1 9 9 5 年

ま で に故郷 に帰還させ ､
1 9 9 6 年末 ま で には 再定住化 を終了 させ る計画で あ っ た が ､ 資金不足 や

政府 の 受け入 れ体制が不十分で あり ､ 計画 の 達成には まだ時間を要す る の が 現状で ある ｡
.

こ の 様な状況の 中で モ ザ ン ビ ー ク 農業省は ､ 当国 でも最も貧困 な当地域 で農業基盤整備 を行 い ､

難 民 の 定住化 ､ 農産物 の 生 産性 の 向上等 を図る と共 に ､ 政府職員 の 質 の 向上 ､ 農民 に対す る営

農技術 の 指導の 為 に日本の 技術資金援助を望ん で い る ｡
.

1 .2 . 農業

｢ モ + 国の 主要産業は農業で あ り ､ 経済危機 にもか か わらず 労働 人 口 の 約 7 5 % が農業に従事 し

て い る
｡
. 食糧 自給で は ､ 首都 マ プ ト周辺 で は米が 消費され需要が高 い が ､

地方 で はメイ ズ及 び

キ ャ ッ サ バ が ､ 消費 の 中心 で あ る｡ . 内戦が終結 し農業生産力が 回復 し つ つ あ るとは い え､ 反収

が低 く ､ 耕地面積も耕作可能地 の 8 % にす ぎな い こ とか ら ､ 農業生 産 も南ア フ リ カ へ の依存度

が 高 い 現状で ある ｡
.
こ の 背景には ､ 国内 の イ ン フ ラが 未整備 で 国内輸送 より輸入 の 方が容易で

あ り ､ 地 方で は 首都圏よ りも隣国に輸出した方が早く 流通経費も安 い と い う現実が あ る｡ .

肥 沃 な農業地 帯 で ある マ ニ カ州 ､
ソ フ ィ ラ州 ､

テ テ 州で は ､
1 9 9 0 年か ら早魅 に よる被害が多発

して い る ｡
1 9 9 1 年 には 上記各州で 7 0 % の 減収 となり国全体で も約 8 0 万 ト ン の 食糧 が不足 した ｡

･

こ う した 状況 の 中で ｢ モ 国+ 政府は 農業 セ クタ
ー の課題を ｢持続的に輸入 に頼 らな い食糧の確

保 及 び商業農業発展 の た め の 環境 を整備す る こ と+ と した ｡
,
こ の た めに 内戦で破壊 された潅漑

施設 ､ ダム ､ 種子増産セ ン タ
ー

､ 育苗施設等 の 改修 の 実施を最重要課題と して い る｡ . また 内戦

に より ､ 全小 学校 の約 6 0 % が破壊また は 閉鎖されてお り ､
1 .2 百万人 の生 徒が影響を受けて い

る こ と ､ 政府職員の ほ とん どが実務 に携わ るこ と が出来ず技術力の 低下が著 しい こ と ､ 元農民

だ っ た難民や ､ 帰還兵は 営農技術の 低下や資金不足 に より農産物の 生 産性が依然と して 低 い 状

況 に ある こ と か ら ､ 農業訓練セ ン タ
ー 等 の 施設 の 整備拡張を計り ､

こ れらの活用 に人 的資源 の

強化 が緊急課題 とな っ て い る ｡ .



2 . 上位計画

1 9 9 () 年 1 1 月 に複数政党制や ､ 市場経済等の 導入 した新憲法が発行された ｡
. 1 9 9 2 年 川 月 に は ､

｢ モ 国+ と レナ モ 間で 停戦協定が ロ
ー マ で調印され た｡ . そ の後協定違反が続出し和平は遠 のく

か にみ えたが ､ しか し､ 同年 1 2 月 に は国家安全保障理 事会が ｢ モ 国+ へ の P K O 派遣を決議 し

翌年 5 月我が 国も自衛隊を派遣 し､ 1 9 9 4 年 1 0 月 に は複数政党で の 選挙が 実施され内戦は終焉

した
｡
.

こ う し た中で ｢ モ 国+ 政府は 国家の 再建と難民 の 再定住化 の ため の 国家復興計画 (N ati o ll al

R e c o ll S b ll Cti o ll P l al1 1 9 9 4 - 1 9 9 6 1 9 9 3 年 1 0 月 に策定 した ｢ . 本計画は以下 の 4 項 目で 構成されて い

る｡ .

･ 資金 の 有効利用

･ 難民 の 再定住化

･ 投資計画

･ 国家機 関､ 施設建設 ､ 調整計画

難民 に関 して は 1 9 9 3 年ま で に 1 .5 百万人 が既に地方に帰還 して い る｡ . 残り の 大部分も 1 9 9 5 年

ま で に故郷に帰還 させ ､ 再定住化 を終了 させ る計画で あ っ た が ､ 資金不 足や政府 の受け入れ体

制が 不 十分 で あり計画 の 達成にはま だま だ時間を要す るの が 現状 で ある 〔
.

3 . 南部貧困地域農業開発計画

3 .1 . 一般概況

本調査対象地 区 にお ける人 口分布を表 3 - 1 に示 す ｡ ,

表 3 - 1 地域別人 口分布

( 単位: 面 積 k m
二

人 口人)

地域
面積 人 口

暮

人 口密度
( % ) ( % ) ( 人/k ポ)

マ プト州
マ クデ郡 3

,
0 0 0F 6 . 1 1 0 0 8 0 0 1 2

.
0 3 3

.
6

モ アム バ郡 1
,
2 2 5 2 . 5 4 1 1 6 0 4. 9 3 3. 6

ガサ 州

マ シンガ ー

郡 7
,
7 0 0 1 5

.
7 1 2 3 9 7 0 1 4

.7 1 6
.
1

チクア ラクアラ郡 2 2
.
1 0 0 4 5 . 0 3 5 5 8 1 0 4 2

.
3 1 6 .1

マ バラネ郡 2
,
7 5 0 5 .6 4 4 2 7 5 5. 3 1 6. 1

マ サ ン ゲナ郡 7
,
0 0 0 1 4 .2 1 1 2 7 0 0 1 3. 4 1 6. 1

マ ニ カ州 0

モ スリゼ郡 1
,
6 0 0 3

.
3 1 8 8 8 0 2 . 2 1 1 .8

マ テ ヤゼ郡 3
.
7 5 0 7

.6 4 4 2 5 0 5 . 0 1 1 . 8

計 4 9
.
1 2 5 1 0 0 8 4 1

.
8 4 5 1 0 0 1 7 1 3 7

* :1 9 9 5 年国勢調査による 出典: S t a tik M o z a n bi q u e 1 9 9 8

調査対象地 区 の 面積 は約 5 万血f で ガザ州西 部を中心 とす る マ プ ト州 ､
マ ニ カ州 の 3 州に またが



る 8 郡 か らなる｡ . 年平均降水量は 4()0 111 111
～ 6 ()()111111 と ｢ モ 国+ で最 も乾燥 したサバ ン ナ 地域で

ある〔. 調査対象地域の 人 口は 8 4 万人と推定されるて .

調査対象地域内の最西端 で ､
ジ ン バ ブ エ と南ア フ リカ と国境を接す る P a免Iri の月別降雨量を､

表 3 _ 2 に 示す く
. 4 月 か ら 1 0 月 ま で の 7 ケ 月 間は降雨は ほ と ん ど期待 で きず ､

年 間降雨量は

3 2 1 m l11/年 にす ぎない ｡
. 最低気温 は 7 月 の 2 ℃: . 最高気温 は 1 2 ～ 1 月 で 3 1 ℃ で ある 〔

.

表3
- 2 月別 平均降水量 (P a f u ri 地区〉

月 J a n F e b M a r A p r M ∂y J u n J ul A u g S e p O c t N o v D e c

降雨量
書1

7 0 7 5 5 0 2 5 0 2 0 0 1 0 1 5 1 8 3 8 6 0

* 1 :単 位: m m / 月

調査対象地域 内で は 1 1 月か ら翌年の 3 月 まで の 比較的降雨が ある時期に大豆 ､
ピ ー

ナ ツ
､
キ

ャ ッ サ バ ､
トウモ ロ コ シ等 を作付け して い る ｡

3 . 2 . 計画概 要

(1) 目的

本計画対象地 区 はサ ベ 川 ､
チ ャ ン ガネ川 ､ リ ン ボ ポ川 及び イ ン コ マ チ川等の 大河 の 上 流に

位 置 して お り 地域内 の 多く の 支流河川が これ ら の 河川 に 流れ込 ん でお り表流水 の 開発 の

可能性は 高い と思われ る ｡ . 計画 は以下 の 2 ス テ ー ジを経て 策定され る事とする ｡ .

(2) 計画 内容

調査 は対象地 域にお け る マ ス タ
ー

プ ラ ン の 策定と優先開発事業 の 選定を行うと ともに ､
地

区 内に散在す る小規模潅漑
･ 排水事業の レ ビ ュ ー と これ ら の 事業と本事業と の 連携

･ 取り

込 み も検討す る｡ . こ れ を第一 フ ェ
ー ズ とする ｡

. 調査項 目 と して は 以下 の 項目 を想定す る｡.

･ 気象 ･ 水文デ ー

タ の収集

･ 既存 ダム や既存濯漑施設及 び中小規模 ダム 開発地 区 の イ ン ベ ン トリ
ー

調査

･ 土 地利用 計画

･ 営農計画

･ 濯漑排水計画

･ 農民組織強化計画

･ 優先地 区の 選定

第 ニ フ ェ
ー ズ で は上 記 フ ェ ー ズ で選 定され た優先 開発事業に かか るフ ィ ジ ビ リテ ィ

ー 調

査 を実施 し､ 事業計画を策定する ｡
. 優先事業地区 (約 5 0 011 a) は今後の農業開発を推進 し

て ゆく 上 で モ デ/ レ地区と なり得る地 区と し 4 ケ 所程度とする ｡
.

(3) 碑益効果

本計画 の 実施 に よる神 益効果は以下 の こ とが 予想 され る｡ .

小 規模潅漑事業 に よる農業生 産 ( 水稲
･ 園芸作物) の 安定拡大



農業所得の増大及び貧困緩和

農業関連産業に よる就業機会の増大

｢ モ 国+ の 地域小規模濯漑開発 に対す る展示 効果の 発現

地域経済 ･ 国家経済 へ の 貢献

国家食料保障 へ の 貢献

4
.
フ ォ ロ

ー ア ッ プ調査

内戦 が終焉 し平和は訪れた もの の 濯漑施設の 多く は破壊 されて お り早 急に農村 の 基盤整備が

必 要と な っ て い る｡ . 対象地 区 内で も多く の 濯漑施設は破壊されて い る ｡ . 対象地域 は ｢ モ 国+ で

も最も自然条件が 厳 し い 地域 で あり､ 住民は貧困 にあ え い で い る ｡ . 農業省 は こ の地域の 農業開

発 を最優先課題 と して い るが ､
計画策定の た めの 人材 不足 ､ 資金不足 の ため ､

日本 の 資金 ､ 技

術援助を強く 望ん で い る｡ ,

日本政府 と して は ､
2 0 0 0 年 9 月 に プ ロ ジ ェ ク ト形成調査団を派遣 し中長期的な案件形成を行 っ

た ｡ , 調査 の 中で 重点援 助分野 で ある農業
･ 保健 ･ 基礎イ ン フ ラ分野 に お け る今後 の 協力 の方 向

性 に つ い て 協議 された ｡ , 協議 の 中で 農業分野 にお い て は シ ョ ク エ イ濯漑 シ ス テ ム改修計画 の 無

償資金 協力事業が進行中で あり ､ 本件は無償資金協力事業終了後の 課題と位置 づ けられた ｡
.
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1 . 調査 団員構成

高橋宏徳 株 式会社三祐 コ ン サ ル タ ン ツ 海外事業本部

香西 献 株 式会社三祐 コ ン サ ル タ ン ツ 海外事業本部

2 . 調査 日程

________________________________
j亘
__ _ _ _ 盈 _ _ _ _ _ _ ⊥ _

成 田発 チ ュ
ー

リ ッ ヒ 着 ( S R 1 6 9)

チ ュ
ー

リ ッ ヒ発ナ イ ロ ビ着 ( S R 2 9 2)

国家潅漑局表敬 ､ 日本大使館表敬

国家潅漑 局落ち合わせ ､ 資料収集

ビク トリ ア 沿岸地 区現地 調査

ナ イ ロ ビ発 ハ ラ レ着( K q 4 4 0)

資料整理

日本大使館表敬 ､ 水開発局表敬 ､ 農業普及 局 表敬

ハ ラ レ発 マ プ ト着 ( S A 23 - T M 3 0 4)

農業省表敬 ､ 資料収集

濯漑水資源局表敬

マ プ ト発 ヨ ハ ネ ス ブ ル グ着 ( S A 1 4 3)

ヨ ハ ネ ス ブ ル グ発成 田着 (S(〕4 05 , S q O 1 2)

5 ( 月)

6 (火)

7 ( 水)

8 ( 木)

9 ( 金)

1 0 ( 土)

1 1 ( 日)

1 2 ( 月)

1 3 ( 火)

1 4 ( 水)

1 5 ( 木)

1 6 ( 金)

1 7 ( 土)



3．面会者リスト

3．1．ケニア共和国

1）日本大使館

川戸　英騎　　　　　　　　　　　二等書記官

加藤　伊佐夫　　　　　　　　　二等書記官兼副領事

2 ) Ministry of Agriculture, Land Development Division

辻下　健二　　　　　　　　　　JICA専門家（小規模潅漑）

喜多　清　　　　　　　　　　　JICA専門家（農民組織）

3 ) National Irrigation Board

Isaac J.O. Ogombe Chief Agricultural Officer

3．2．ジンバブエ共和国

1 ) Ministry of Agriculture

Mr.Takarawasya

Mr.David Mfote

M r.Dennis Mungate

Permanents Secretary

Acting Cliief Agriculture Economist

Chief of Agriculture Extension

2 ) Department of Agriculture Technical Extension Services

Dr.Johannes M.Makadho Director

Mr.R. J. Chituco

Mr.James Maswaya

3 ) Department of Water Development

Mr.Vavariral Choga

Mr.Elisha Madamombe

M r.K.Mudzengerere

Deputy Director

Cliief of Agricultural Officer

Director

Acting Deputy Chief Hydrologist

Water Engineer



3．3．モザンビーク共和国

1 ) Ministry of Agriculture and Fisheries

Mr.Sergio Gouveia National Director of Agriculture

Dr.Joseph Rodrigues Pereira Director of Rehabilitation

2 ) National Directorate of Agricultural Hydraulics.(MARD)

Mr.NaJson Manuael Cardoso Director

Mr.Aurelio Antonio Nhabetse Civil Engineer

4．収集資料リスト

4．1．ケニア共和国

à"Conceptual Paper on The Study on Participatory Irrigation Management Program for

The Irrigation System Under National Irrigation Board

4．2．ジンバブエ共和国

●特になし

4．3．モザンビーク共和国

à"Topographic Map of Gaza, Manica Province 1/250,000

à"INDICADORES FINANCEROS DO BANCO MOZAMBIQUE

. ANUARIO ESTATISTIC MOZAMBIQUE



5 . 現地写真集



ケ ニ ア 共和国現地写真集

1卓 棚 ･
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ビ ク トリア湖近郊の ′小河川
｡ 農民により

一

部潅漑 に利用 され て い る｡

l
i ●h ､

ビ ク トリア湖周 辺の サバ ンナ の 状況｡ 降水量が 5 0 0 ～ 6 0 0 m m 軽度 で ､

放牧と天水農業を行 っ て い る



地方道路 の状況 は劣悪 で あり ､ 農道整備 も重要 な コ ン ポ
ー ネ ン トであ る

｡

∵て海 ､

ノ㌦ .
ぶ ヂ

サ バ ン ナ にお ける集落



ジ ン バ ブ ェ 共和国現地写真集

■■声
葡 噸

ハ ラ レ近郊の 共有地 の状況

1

『

ハ ラ レ近郊個人農園の 小規模 ダム



モ ザ ン ビ ー ク 共和国現地写真集
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村で の 余剰青果物 は女性や 子供に より路上で販 売されて い る｡



萄t

跡

調査対象地 区の 住居 ､
メイ ズを粉砕 し主食と して い る｡

ノ
■▲
灘

頂 ∴ 一

. 亡弟

調査対象地域 の メイ ズと ジャ ガイ モ の 混作
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農家にお ける穀物貯蔵施設
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た ば こ の 乾燥施設
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